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平成29年度地域少子化対策重点推進事業（平成29年度補正予算）実施計画書（都道府県分）個票

高知県

地域福祉部少子対策課

総合的な結婚・子育て支援

3　地方自治体と連携した企業・団体・学校等の自主的な取組に対する支援

高知県異業種等交流会実施支援事業

400 266

（個別事業の内容）
＜これまでの取組・現状＞
　本県では、平成28年度に官民協働で少子化対策を推進するため、「高知家の出会い・結婚・子育て応援団（以下、
「応援団」とする）」を創設し、県内の企業や団体と官民協働で少子化対策を推進している（平成29年12月末現在：
登録応援団数446団体）。
  平成29年度からは、各応援団で実施する出会い・結婚支援、子育て支援及びワーク・ライフ・バランスの取組事例
の共有や意見交換など、応援団間の交流と連携を進めているところである。

＜課題＞
　応援団の取組は、例えば、本県でも保育所等で絵本の読み聞かせを行うなどＣＳＲ活動（社会貢献活動）を行って
いる企業もあるが、単独での取組が主体であり、複数企業が連携して行う取組までには進んでいない状況である。
  なお、本年度は、国の参考指針が示された後に、県としての取扱い方法等を定め、実施することとしていたため、
当初計画通りに実施することができず、29年12月末現在では、実績がない状況である。

＜本個票の取組の概要＞
　そのため、要件「３（３）」の取組として、複数の企業・団体等が連携して、ワーク・ライフ・バランスや男性の
家事・育児参画に資する異業種等交流会（※）への財政支援を行うことで、複数企業等による連携した取組を拡げて
いく。
　また、この企業・団体等への補助と合わせて、企業・団体等への訪問相談員を配置し、企業・団体等の窓口担当者
向けに研修を実施するとともに、結婚支援担当者等や従業員からの相談への対応等を行うなど、企業・団体等が結婚
支援に取り組みやすい環境を整備することで、地域全体での結婚支援の取組に繋げる。
　訪問相談員は、企業・団体等への訪問時や、関係団体の会議等を活用して本事業の説明をするとともに、県ホーム
ページ、県・市町村の広報誌等による広報を行うことで、事業周知を図り、取組の加速化を図る。

※異業種等交流会の事例
　入社5年以内の従業員等を対象に、定時に帰るための働き方についての意見交換、絵本の読み聞かせ、乳幼児との触
れ合い体験、男性職員の育児体験報告など

【補助対象概要】
○補助対象者：応援団に登録している企業・団体等
　　　　　　　  ※補助対象者が企業の場合は、3社以上の取組に限る。
                ※参加対象企業は、3社以上とする。

○補助対象事業：実施要領別記事業メニュー３．（３）に記載された取組
                ・従業員等に対して実施するワーク・ライフ・バランスや男性の家事・育児参画等の推進に
　　　　　　　　　資する異業種等交流会
　　　　　　　　・いずれも、継続的な取組となるような取組となる工夫がなされていること、実施要領記載
　　　　　　　　　の「事業実施に当たっての留意点」を満たしていることを採択要件とする。
○補助対象経費：補助対象事業実施に要する報償費、旅費、需用費（食糧費及び賄材料費を除く。）、
　　　　　　　　役務費、委託料、使用料及び賃借料

【次年度以降に向けた事業の方向性】
　平成31年度以降も、応援団間の交流と連携の取組が進むよう、平成30年度の事業実績を応援団等に周知すること
で、取組の横展開を図る。

【事業実施に当たっての留意点】
　本事業の実施に当たっては、実施要領記載の留意事項及び結婚の希望を叶える環境整備に向けた取組の参考指針を
踏まえて実施することとする。

・個別事業の重要
業績評価指標(KPI)
及び定量的成果目
標

・平成29年度：5回実施（1イベント当たりの参加予定人数20人）【平成29年12月末実績：0回】
・平成30年度：4回実施（1イベント当たりの参加予定人数20人）
・参加者の8割が「ワーク・ライフ・バランスや男性の家事・育児参画等に対して、前向きに考えるきっかけ
となった」と回答
・主催者（企業・団体等）の8割が、「本事業を今後も積極的に実施したい」と回答

個 別 事 業 の 内 容



（関係部局等）

(配慮すること）

□③随意契約

（①を除く）

高知県文化生活スポーツ部県民生活・男女共同参画課及び高知労働局雇用環境・均等
室

　企業・団体等が本事業を実施するにあたり、従業員等に対して、特定の価値観を押し付
けたり、プレッシャーを与えるものとなっていないかについて、多様性についての配慮がさ
れているかについて、関係部局等と補助金交付決定前に十分検討を行うとともに、定期
的に情報共有を行い、適時適切な方法で事業を進める。

□有（以下の①～③から該当するものを選択してください）　　　　　■無

□①企画提案方式（プロポーザル方式、コンペ方式等）　　　□②競争入札方式

［事業の内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

［随契の理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

　　該当する取組の有無：□有　（取組名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　■無

  □有の場合の担当部局：

・市町村との連
携・役割分担の考
え方及び具体的方
法

本個別事業においては、以下のとおり、市町村と連携・役割分担を行う。
・企業・団体等（応援団）に働き掛ける際、市町村と関係の深い地元企業等についての広報ＰＲ及び連絡
調整への協力
・県が実施するそのほかの結婚支援応援サイトや結婚支援窓口の設置、マッチングシステムやイベントな
どの結婚支援事業等の周知及び広報ＰＲへの協力

・民間事業者との
連携・役割分担の
考え方及び具体的
方法

　民間事業者においても、以下のとおり、依頼を行う。
・応援団に登録し他の民間事業者や自治体等と連携したワーク・ライフ・バランスや男性の家事・育児参
画等の推進に資する多様な交流の機会の提供の主体的な取り組み
・それぞれの社員等のみならず、取引先や関係企業・団体等に対しての同事業の周知及び広報ＰＲへの
協力
・県が実施するそのほかの結婚支援応援サイトや結婚支援窓口の設置、マッチングシステムやイベントな
どの結婚支援事業に等の周知及び広報ＰＲへの協力

・男女共同参画部
局など関係部局等
との連携・配慮事
項

・委託契約の有無
及び契約方式

・システム等導入
に係る管財部局の
確認


